
地域における外来医療に係る医療提供体制の確保
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1. 外来医療機能の偏在に関するこれまでの議論の整理
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1. 外来医療の提供体制について

○ 現在、医療施設別の医師数については、診療所の医師が約４割を占める。

平成26年度医療施設静態調査
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参照）医療施設静態調査

○ 全国での新規開業数（診療所の数（開設ー廃止））は増加傾向にある。
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都道府県別，診療所数（人口10万対）

参照）平成26年度医療施設静態調査

1. 外来医療の提供体制について

○ 人口10万当たり診療所数は、都道府県によって差が見られる。
（最大52.9の差（和歌山県－埼玉県））

（施設数）
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(人/10万)

1. 外来医療の提供体制について

○ 人口10万当たり診療所医師数は、都道府県間に差がみられる。
（最大52.7の差（和歌山県－茨城県））

参照）平成28年度医師・歯科医師・薬剤師調査
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人口10万対診療所医師数，主たる従業地，都道府県



人口10万対無床診療所数
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63.3 

特別区 政令市 中核市 その他

診療所の純増数の推移（開設－廃止）

※全国平均：71.8 600
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○ さらに、無床診療所は都市部に開設が偏る傾向がある。

平成20年 平成23年 平成26年

参照）平成20・23・26年度医療施設調査
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1. 外来医療の提供体制について

医療従事者の需給に関する検討会
第14回 医師需給分科会（平成30年11月８日）
資料２（抜粋・一部改変）



平成29年12月21日
医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会

今回講ずべき医師偏在対策の基本的な考え方（抜粋）

○ 地域医療構想の推進に当たっては、地域ごとの医療ニーズに関するデータが整備されているが、外来にお
いても、地域ごとの適切なデータを可視化し、開業に当たっての有益な情報として提供することで、個々の医師
の行動変容を促し、偏在是正につなげていく必要がある。

地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応（抜粋）
○外来医療については、
・地域で中心的に外来医療を担う無床診療所の開設状況が都市部に偏っている
・診療所における診療科の専門分化が進んでいる
・救急医療提供体制の構築、グループ診療の実施、放射線装置の共同利用等の医療機関の連携の取組が、
地域で個々の医療機関の自主的な取組に委ねられている
等の状況にある。

○今般、医師偏在の度合いが指標により示されることにより、地域ごとの外来医療機能の偏在・不足等の客観

的な把握が可能となることを踏まえ、この情報を、新たに開業しようとしている医療関係者等が自主的な経営判
断を行うに当たっての有益な情報として、可視化するべきである。

○その際、地域ごとの疾病の構造や患者の受療行動といった特性など、より詳細な付加情報等を加えたり、患

者のプライバシーや経営情報等の機微に触れる情報を除いたりといった対応のために、可視化する情報の内
容について地域の医療関係者等と事前に協議等を行うこととすべきである。

○加えて、地域における救急医療提供体制の構築、グループ診療の推進、医療設備・機器等の共同利用等

の、充実が必要な外来機能や充足している外来機能に関する外来医療機関間での機能分化・連携の方針等に
ついても、併せて協議を行い、地域ごとに方針決定できるようにするべきである。なお、この協議については、地
域医療構想調整会議を活用することができることとすべきである。

医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 第２次中間取りまとめ（抄）
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地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応

○外来医療については、無床診療所の開設状況が都市部に偏っており、また、医療機関間の連携の取組が、個々の医療機関の自主
的な取組に委ねられている等の状況を踏まえると、（１）外来機能に関する情報を可視化し、（２）その情報を新規開業者等へ
情報提供するとともに、（３）地域の医療関係者等において外来医療機関間での機能分化・連携の方針等について協議を行うこと
が必要である。

基本的な考え方

対策のコンセプト

○ 可視化された情報を、新たに開業しようとしている医療関係
者等が自主的な経営判断を行うに当たっての有益な情報と
して提供する。

○ 医師偏在の度合いが指標により示されることにより、地域ごとの
外来医療機能の偏在・不足等の客観的な把握が可能になる。

（1）外来医療機能に関する情報の可視化 （２）新規開業者等への情報提供

○ 可視化する情報の内容の協議
・可視化する情報の内容について、より詳細な付加情報（地域ごとの疾病構造・患者の受療行動等）を加
えたり、機微に触れる情報（患者のプライバシー・経営情報等）を除いたりといった対応のために、地域の医
療関係者等が事前に協議を行い、より有益な情報とする。

○ 地域での機能分化・連携方針等の協議
・充実が必要な外来機能や充足している外来機能に関する外来医療機関間の機能分化・連携の方針等
（救急医療提供体制の構築、グループ診療の推進、医療設備・機器等の共同利用等）について地域の医
療関係者等と協議を行い、地域ごとに方針決定できるようにする。

（３）外来医療に関する協議の場の設置

上記の協議については、地域医療構想調整会議を活用することができる。
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第59回社会保障審議会医療部会

平 成 ３ ０ 年 1 月 2 4 日

資料２
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・自由開業制との関係（現行制度上、医師免許は開業免許と位置付けられており、憲法で保障された営業の

自由との関係の整理が必要）

・国民皆保険との関係（国民皆保険を採用する我が国においては、保険上の制限も実質上の開業制限）

・雇入れ規制の必要性（開業規制を行うのであれば、雇入れ規制が必要であるが、これは事実上困難）

・新規参入抑制による医療の質低下への懸念（新規参入がなくなれば、医療の質を改善・向上する

インセンティブが低下する懸念）

・駆け込み開設への懸念（病床規制を導入した際は、S59～H3 の間に238,916床増床）

地域における外来医療機能の偏在・不足等への対応

現 状

○外来患者の約６割が受診する無床診療所
は、開設が都市部に偏っている。

○また、地域における救急医療提供体制の
構築、グループ診療の推進、放射線装置の
共同利用等の医療機関の連携の取組が、
個々の医療機関の自主的な取組に委ねられ
ている。

制度改正

外来医療に関する協議の場を設置

無床診療所の開業規制を行う場合の課題
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H21

地域医療構想調整会議を活用して

協議を行うことができる

二次医療圏を基本単位として設置

構成員：医療提供者、医療保険者、
住民代表、市町村 等
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人口10万人対無床診療所数
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1位：東京都・区中央部 248.8
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〔参考〕一般病床数の増加数の年次推移
（平成12年以降は療養病床含む）
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医師偏在の度合いを示す指標の導入

地域ごとの外来医療機能の偏在・不足等の客観的な把握が可能

○ 外来医療機能に関する情報を可視化するため、地域の関係者が提供する

情報の内容（付加情報の追加、機微に触れる情報の削除等）について協議

○ 救急医療提供体制の構築、グループ診療の推進、医療設備の共同利用等

の、地域における外来医療機関間の機能分化・連携の方針についても協議

夜間・救急体制の構築のためには、
地域の診療所の協力が必要

在宅医療への
対応が必要

第59回社会保障審議会医療部会

平 成 ３ ０ 年 1 月 2 4 日

資料２

から抜

粋・一

部改変
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平成30年５月17日 参議院厚生労働委員会
平成30年７月13日 衆議院厚生労働委員会

地域における外来医療の需要は短期間で大きく変化し得ることから、外来
医療に係る医療提供体制の確保に関する事項について行う調査、分析及び
評価は、地域の実情に即し、六年を待たず都道府県が主体的に実施できる
ようにすること。

医療法及び医師法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）
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施行日 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

主要事項のスケジュール

医療提供体制
・地域医療構想
・第７次医療計画

三師調査結果公表

主な改正内容

新たな医師の認定制度の
創設

2020.4.1施行

医師確保計画の策定 2019.4.1施行

地域医療対策協議会の役
割の明確化等

公布日施行

地域医療支援事務の追加 公布日施行

外来医療機能の可視化／
協議会における方針策定

2019.4.1施行

都道府県知事から大学に
対する地域枠／地元枠増
加の要請

2019.4.1施行

都道府県への臨床研修病
院指定権限付与

2020.4.1施行

国から専門医機構等に対
する医師の研修機会確保
に係る要請／国・都道府
県に対する専門研修に係
る事前協議

公布日施行

新規開設等の許可申請に
対する知事権限の追加

公布日施行

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行スケジュール

公布

第７次医療計画

2019.12公表
（2018年調査）

2021.12公表
（2020年調査）

2023.12公表
2022年調査）

2025.12公表
（2024年調査）

第８次医療計画

骨太の方針2017に基づく
見直し時期（※）

※経済・財政再生計画改革工程表 2017改定版（抄） 都道府県の体制・権限の在り方について、地域医療構想調整会議の議論の進捗、2014年の法律改正

で新たに設けた権限の行使状況等を勘案した上で、関係審議会等において検討し、結論。検討の結果に基づいて2020年央までに必要な措置を講ずる。

医師確保について協議する場

医師確保計画に基づく医師偏在対策の実施

事務の追加

医師確保計画
策定作業

地域枠／地元枠の要請の開始

要請／事前協議の開始

指標
策定

計画策定作業 計画に基づく取組の実施

新制度に基づく臨床研修病院・募集定員の指定

認定制度の開始

新たな知事権限の運用開始
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2024.4.1（改正法の施行日
から５年後）を目途に検討
を加える


